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山口大学︓やまぐち地域人材育成維新プラン 〜山口県の持続的発展のためのリカレント教育プラットフォームの構築〜

• やまぐち地域人材育成維新プラン
〜山口県の持続的発展のためのリカレント教育プラットフォームの構築〜

• 持続可能な体制整備のため、受講生からの受講料収入を財源としたプラットフォー
ム運営に努める

• 受講生アンケートの結果を、教育プログラムの改善や講師へのインセンティブの検討
に活用するとともに、修了生の活躍状況・処遇改善について調査し、プラットフォーム
構成員と情報共有するなど、エコシステムとしての取り組みを循環・定着させる

• 山口県内の経営者層に対する教育により、リカレント教育の必要性を理解させ、社
会人のリカレント教育の普及による地域産業の維持と新産業への転換を図る

• 県の活性化への諸課題を産・学・官・金で横断的に共有できるエコシステムの構築
• 地域課題の解決に不可欠な人材育成システムとして認知される
• デジタル技術を課題解決手段として身に付けた人材育成のための既存事業の活用

事業テーマ概要 事業テーマの特色

• 土台となる既存の連携体制
・ 本プラットフォームに参画する殆どの機関が、山口県内全ての高等教育機関と、
経済団体・支援機関、私学団体、行政機関で構成する
県域の地域連携プラットフォーム「大学リーグやまぐち」に
参画しており、密接な連携を図ることが可能
・ 山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の3大学に
おいては、文部科学省「地域活性化人材育成事業
（SPARC）」推進のため、大学等連携推進法人「やまぐち
共創大学コンソーシアム」を設置し、連携協力による教育
を実施している

• 社会ニーズに応えた様々なリカレント教育の実績
・ 事業参加大学においては、建築土木、獣医学、データサイエンス、健康福祉、IT
など、様々な分野のプログラムに取り組んできた実績があり、これまでの課題を踏ま
えつつ、現在の地域課題である県内の産業を担う労働力人口確保のためのリカレ
ント教育ニーズを収集分析し、地域で必要とされるリカレント・リスキリング教育プロ
グラムを実施するエコシステムを構築する

• 経営層の意識変革のためのセミナー開催
・ 山口県内を代表する企業の若手経営者を集め、これから山口県が迎える人口減
少にも耐えられる企業体質強化のために取り組むべき方針について議論し、経営者
のリカレント教育の必要性の理解を醸成するとともにマインドセット転換を目指す

1/4

① 名称 Ⓐ 事業テーマ特徴

山口県

Ⓑ アピールポイント

• 山口大学総務企画部地域連携課 土田、前坂
Mail︓sh034@yamaguchi-u.ac.jp Tel︓083-933-5630

担当連絡先

② 自走化に向けた取組

③ 普及啓発活動

④ 達成目標

mailto:sh034@yamaguchi-u.ac.jpTel
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やまぐちリカレント教育プラットフォーム

金融
機関行政

産業界

 県内全ての高等教育機関、行政、産業界等で構成する「大学リーグやまぐち」の活動の成果として、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学の3大学が大学等連
携推進法人「やまぐち共創大学コンソーシアム」を結成し、地元企業のＤＸを支援するデジタル人材を輩出する教育プログラム（SPARC事業）を行っているところで
あり、本事業では、3大学に周南公立大学を加えた大学群が、地域の企業、金融機関と一体となったプラットフォームを形成し、山口県のリカレント教育を推進する

 予測より早いペースで進む“人口減少”に伴う諸課題（コンビナートを担う労働力人口の減少、地域の担い手不足、中山間地域における住民の健康維持 etc.）
 「大学リーグやまぐち」からの提言『山口県の産業界が求める人材像』に応える教育プログラムの提供（デジタル人材の県内定着に繋がるような取組 etc.）

その他

大学
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山口県の地域課題を解決に導ける人材を協働して育成する
リカレント教育エコシステムの構築

金融機関大学産業界

山口県経営者協会
山口経済同友会

山口県商工会議所連合会

山口大学
山口県立大学
周南公立大学
山口学芸大学

山口県
やまぐち産業振興財団
山口県産業技術センター

山口県銀行協会
山口県信用金庫協会

・必要な教育内容の明示
・経営者のリカレント教育推進
・リカレント教育の推進・支援

・教育リソースの提供
・教育施設や手段の供給
・教育成果の広報・宣伝

・県の総合戦略等の情報提供
・リカレント推進分野の情報提供

・地域企業に関する情報提供
・県内の産業界を俯瞰的に把握
・プログラムの自走化の提供支援

構
成

役
割

その他

山口放送株式会社（言）
山口しごとセンター（労）

・プログラムの広報・啓発支援
・リカレント受講者の処遇改善

行政

プラットフォームの特徴

プラットフォームで取り組む地域課題

山口県

山口大学︓やまぐち地域人材育成維新プラン 〜山口県の持続的発展のためのリカレント教育プラットフォームの構築〜



2 Co
py

ri
gh

t 
©

 2
02

4 
by

 B
os

to
n 

Co
ns

ul
ti

ng
 G

ro
up

. 
Al

l r
ig

ht
s 

re
se

rv
ed

.

プログラム概要

3/4 山口県

目的・内容対象者プログラム名
（目的）経営者のリカレント教育の必要性の理解を醸成するとともにマインドセット転換を目指す
（内容）県内を代表する企業の経営者を集め、これから山口県が迎える人口減少にも耐えられ
る企業体質強化のために取り組むべき方針について議論する

県内企業の経営者層、
管理職層

山口県経営者
トップセミナー

（目的）コンビナート企業の生産工程の見直しや新規生産プラントを立ち上げるための中核とな
る中堅工業高校卒作業員に化学工学およびDX教育プログラムを提供する
（内容）コーディネーターが対象作業員を個別インタビューし、今後必要とされるスキル獲得のため
に大学で実施している既存の授業・実験・実習をメニュー化、新規DXプログラムを開発し提供する

県内コンビナート企業に
勤務する高卒作業員
等

コンビナートDX
人材育成プログ
ラム

（目的）人的資本経営における健康管理の重要性が認識でき、従業員の健康課題が把握で
き、さらに自社の従業員の健康管理の方法を企画できることを目標としたプログラムを提供する
（内容）講義（テーマ︓人的資本経営における健康管理、データを活用した健康管理 etc.）
及び演習（職場の健康づくりのPDCAサイクルの作成）

県内企業の経営者層、
管理職層、担当者

従業員の健康
管理実践教育
プログラム

（目的）県内の医療機関や医療・看護・福祉・介護等のサービスを提供する事業所を対象に、
持続可能な経営を目指す示唆を提供する
（内容）講義（テーマ︓医療福祉施設マネジメントと管理会計、DXを活用した医療福祉経営
etc.）及び演習（PDCAサイクルを活用した経営改善プランの作成と発表）

県内の医療福祉関係
の経営者層、管理職
層、担当者

医療福祉経営
教育プログラム

山口大学︓やまぐち地域人材育成維新プラン 〜山口県の持続的発展のためのリカレント教育プラットフォームの構築〜



3 Co
py

ri
gh

t 
©

 2
02

4 
by

 B
os

to
n 

Co
ns

ul
ti

ng
 G

ro
up

. 
Al

l r
ig

ht
s 

re
se

rv
ed

.

4/4 山口県

山口大学︓やまぐち地域人材育成維新プラン 〜山口県の持続的発展のためのリカレント教育プラットフォームの構築〜

プログラム名︓山口県経営者トップセミナー

●対象︓山口県内企業の経営者、管理職者（30名程度）
※県内6地域から地域毎に各5名

●受講料︓20万円
●受講期間︓2泊3日
●学修目標︓県内企業の経営層に自社の企業風土の見直し
や従業員に対するリカレント教育の必要性を認識する

プログラム名︓コンビナートDX人材育成プログラム

●対象︓県内コンビナート企業に勤務する高卒
作業員 ※大卒エンジニア希望者受入

●受講料︓無料（事業初年度）
●履修期間︓前期・後期・集中講義
●学修目標︓
勤務先での改善すべき作業内容の問題点・
問題個所の指摘および
改善策について上司に
説明できる

プログラム名︓従業員の健康管理実践教育プログラム

●対象︓県内企業の経営者層、管理職層、担当者
●受講料︓無料（事業初年度）
●履修期間︓3ヶ月
●学修目標︓
・人的資本経営における健康管理の重要性が認識
できる
・従業員の健康課題が把握
できる
・自社の従業員の健康管理
の方法を企画できる

プログラム名︓医療福祉経営教育プログラム

●対象︓県内の医療福祉関係の経営者層、
管理職層、担当者

●受講料︓無料（事業初年度）
●履修期間︓3ヶ月
●学修目標︓
・県内の医療・看護・福祉・介護等の現状と課題
が認識できる
・医療福祉関係の経営
課題が把握できる
・自社の経営課題の解決
方法を企画できる


